
　「平成23（2011）年患者調査の概況」1）によると，主な傷病
の総患者数は，多い順に高血圧性疾患 907 万人，糖尿病
270 万人，高脂血症 189 万人，心疾患 161 万人，悪性新生
物 153 万人，脳血管疾患 124 万人，腎疾患 116 万人であ
り，腎疾患患者は 7 番目に多い患者数である。原因別の主
な疾患は，糸球体腎炎，ネフローゼ症候群，糖尿病性腎症，
腎盂腎炎，腎不全などであるが，2013 年の新規透析導入
の原疾患は，糖尿病性腎症が第 1 位（43.8％），高血圧（良
性腎硬化症）が第 3 位（13.1％）であり2），原因不明を除いた
約 6 割が生活習慣病である。「平成 25 年人口動態統計月報
年計（概数）の概況」3）では，死亡原因としての腎不全は 8 位
であるが，腎機能低下が死亡原因上位の脳血管疾患や心疾
患のリスクであることが重要な問題となっている。これら
は食生活の欧米化，脂肪摂取率の増加，運動不足などの生
活習慣の乱れにより，肥満やメタボリックシンドロームを
呈している患者が増加していることを示唆する。
　このような患者が，悪い生活習慣の是正ができず血糖の
高い状態が 10 年以上も続くと，全身の動脈硬化が進行し
始め，腎臓に障害が及ぶと蛋白尿，ネフローゼ症候群など
を経て慢性腎不全に至る。したがって，糖尿病患者が増加
すると必然的に腎疾患患者も増加するといえる（図 1）。
　米国腎臓財団（National Kidney Foundation）は 2002
年，腎疾患に関して，原疾患を問わず慢性に経過する腎臓
病を包括し，重症度を腎機能のみで規定する慢性腎臓病

（chronic kidney disease：CKD）の概念を提唱している。

わが国においては，CKD 普及の取り組みとして日本腎臓病
対策協議会（J-CKDI）が国民的キャンペーンを実施したり，
日本腎臓学会が医療従事者向け「CKD 診療ガイド」を刊行
し CKD 対策の普及推進を図っている。CKD の概念を基に
患者数を推定すると，わが国における CKD 患者は 2005 年
には 1,330万人存在すると報告されており4），新たな国民
病ともいわれている。CKD は，末期腎不全（end-stage 
kidney disease：ESKD）への進行と同時に心疾患発症と重
症化のリスク因子として知られ，その対策の重要性がわが
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国をはじめ世界的に認識されてきた。ESKDに陥ると腎代
替療法を行うことになるが，「わが国の慢性透析療法の現
況2013年 12月 31日現在」2）によると，慢性透析患者数は
314,180 人，2013 年の導入患者数は 38,024 人で 1年間で
4,173 人増加しており，医療費抑制の観点からも透析導入
患者を減らすための対策が急務である。

　現在のわが国におけるCKD患者の増加は，糖尿病性腎
症患者の増加に示されるように生活習慣の乱れに起因して
いる。近年の食に対する価値観の多様性から，一律な食事
療法は困難になっている。また，糖尿病性腎症が透析導入
患者の原疾患の第 1位であることは，わが国の疾患構造に
変化をもたらしている。生活習慣病に対する食事療法は，
食を楽しみながら実践・継続していくことを勘案し，日本
人がこれまで培ってきた伝統的な食文化を基軸にして，現
在の食生活の変化にも柔軟に対応していくことが重要であ
る。糖尿病や腎臓病などの慢性疾患の管理には患者の自己
管理能力が重要であるが6），ほとんどの腎臓病患者は自己
管理に関する十分な教育を受けていない。このような患者
が適切な食品選択や食行動の必要性を理解し，その技術を
習得するためには，栄養学や食品学，調理学を熟知した管
理栄養士による指導が有効であると考える7）。
　近年，「CKD診療ガイド 2012」8），「慢性腎臓病に対する
食事療法基準 2014 年版」9）が発刊され，食事療法のポイン
トが改めて整理された。その内容はエネルギー，たんぱく
質，食塩，カリウムなどについてであり，具体的な数値と
その意義が示されている。それぞれ，腎疾患重症化予防の
ための適正体重管理（肥満があれば肥満の是正），腎臓への
負担を軽減する適正たんぱく質量の摂取，高血圧予防に対
する適正食塩の摂取，高カリウム血症時のカリウムの制限
などである。したがって，腎臓病の食事療法は，病態の包
括的評価に基づいて個々の治療目標と優先順位を設定し，
食習慣と治療目標による指導の個別化を図らなければなら
ない。

1.　腎臓病食品交換表の改定内容
　糖尿病患者や腎臓病患者の食事指導を行う際に使用する指
導媒体の一つに「食品交換表」がある。食品交換表が使われた
のは当初糖尿病患者に対してであり，適切な栄養素を摂取し

てもらうためにエネルギーを単位に置き換え，理想的な献立
を遂行してもらうための媒体の一つとして，1965年「糖尿病
食事療法のための食品交換表」10）が発刊され大きな役割を果
たしてきた。腎臓病患者に対しては，食事療法実践の困難さ
を取り除き誰にでも実践しやすい方法で腎臓病治療食を作っ
てもらい，腎臓に病気のある人の食生活を向上させたいとの
目的から，1971年に「腎臓病食品交換表―治療食の基準―」11）

が発刊された。
　腎臓病ならびに糖尿病食品交換表は，多く含有している栄
養素によって4群6表に分類され，同一表内の同一単位の食
品は類似の栄養素で構成されている。同一表内の食品を同一
単位で交換摂取することにより，栄養素のバランスを保ちな
がら食事内容を多彩にすることができる栄養指導媒体である。
　腎臓病食品交換表の基本的な考え方は「たんぱく質3gを含
む食品重量を1単位とし，これを食品交換の基準としてたん
ぱく質を含む各食品群に単位配分し，指示量より不足するエ
ネルギーはたんぱく質を含まない糖質および脂質より成る食
品により補う」という仕組みのもので，この基本方針は現在
も変わっていない。このように，食品をたんぱく性食品とた
んぱく質を含まないエネルギー源となる食品に分け，治療食
の作成方法を明確に示した媒体であり，現在は8版が使用さ
れている。これまでの腎臓病食品交換表の改定時期および改
定内容を表 1に整理した。
　腎臓病食品交換表が現在のようにたんぱく質を含む食品
「表1～4」，たんぱく質を含まない食品「表5，6」に整理され
たのは第2版からであり，1単位の平均エネルギー量に若干
の修正があったものの基本的な考え方は変わっていない。一
方で，その時々の最新の腎臓病治療に関する知識や経験，ガ
イドラインや診療ガイド，食事摂取基準などの内容も見据え
つつ，腎臓病食品交換表の内容が見直されている。例えば，
過去にはネフローゼ症候群の患者には高たんぱく質食が用い
られていたが，その治療効果は乏しいことが明らかになり，
第6版からはたんぱく質80gや90gの項目は削除された。ま
た，糖尿病性腎症患者が増加し，それに伴い透析導入患者が
激増する原因となってきたことから，第6版では糖尿病性腎
症の治療食を初めて掲載，該当患者の参考とすべく工夫がな
された。第7版では「腎疾患の生活指導・食事療法ガイドライ
ン」13）に準拠した内容とし，第8版ではCKDの概念に合わせ
「慢性腎臓病に対する食事療法基準2007年版」14）が発表され，
その内容を反映したものに変更されている。一方，「日本人の
食事摂取基準2010年版」15）における健常な日本人のたんぱ
く質摂取推奨量は，0.9g/kg/日とされている。そこで第8版
では，腎疾患患者においては健常人のたんぱく質摂取量を超
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えることがないよう，たんぱく質70gの項目が削除された。
　このように腎臓病の食事療法は，その時代における治療方
針や変化に対応すべく見直しが行われてきた。腎臓病食品交
換表は，食品のバランスや質も考慮されており優れた食事療
法であることは間違いない。しかし，たとえ優れた食事療法
であっても，実際に食事療法を行う患者が実践・継続できな
ければ意味がない。「病識がないのか」，「病識があるが望まし
いセルフケア行動ができないのか」，「社会的問題を抱えてい
るのか」，「家庭環境が影響しているのか」などの問題を解決
するため，患者の考え方や感情および行動を分析し，望まし
い治療の方向へ導いていく援助法も必要である。そのためこ
れらの指導項目について，対象となる患者にとって必要なも
のは何かを抽出し，優先順位をつけて栄養指導を行うことも
有効な手段になると考える。

　かかりつけ医/非腎臓専門医と腎臓専門医の協力を促進す
る慢性腎臓病患者の重症化予防のための診療システムの有用
性や生活・食事指導，診療連携の有用性を検証する大規模研
究（FROM-J）が2008年から行われ，この研究に全国16都県
約320人の管理栄養士が協力し，かかりつけ医での継続的な
生活・食事指導を行った。その際に共通指導ツールとして「慢
性腎臓病生活・食事指導マニュアル―栄養指導実践編―」16）

を開発し活用した。
　この研究での指導方法は，チェックリストにて「対象の患
者に対する食事療法の優先順位」を導き出し，アルゴリズム
を用い「具体的な指導を実施する」ことで，継続指導を行うこ
とにより腎重症化予防を目指すものである。糖尿病患者や腎
臓病患者において，病状を維持改善するために食事療法は必
須である。しかし医療機関に通っている患者でさえ，食事内

 新たな栄養指導法：生活・食事指導マニュアルの活用

表 1　腎臓病食品交換表の変遷

改定年月 主な変更内容とポイント

初版 1971年6月 ・たんぱく質 3gを含む食品を 1単位
・表 1：穀類，パン，麺類（130Cal），表 2：いも，野菜，漬物，果実，種実類（120Cal），
　表3：卵，獣鳥肉，魚介，豆，乳類（40Cal）
・指示量より不足するエネルギーはたんぱく質を含まない糖質および脂質により成る食品で補う
　（基準80Cal）

第2版 1975年6月 ・表 1：穀類，パン，麺類（150Kcal），表 2：いも、果実、種実類（150Kcal）
・表 3：野菜（50Kcal），表 4：卵，獣鳥肉，魚介，豆，乳類（30Kcal）
・指示量より不足するエネルギーはたんぱく質を含まない糖質および脂質により成る食品で補う
　（基準100Kcal）

第3版 1981年5月 ・食品成分表（三訂補日本食品成分表）に伴う数値の見直し
・おやつ類の白黒写真の掲載，小児腎臓病食の追加

第4版 1983年5月 ・食品成分表（四訂日本食品成分表）に伴う数値の見直し，掲載食品の追加
・ナトリウム量，カリウム量の表示

第5版 1988年1月 ・掲載写真のカラー化，活字のサイズの変更
・カルシウム量，マグネシウム量の表示

第6版 1996年4月 ・最新の腎臓病治療に関する知識や経験に基づく改定
・ネフローゼ症候群に用いられてきた献立例の高たんぱく質食（80g，90g）が削除。
　リン制限の重要性が認められ献立例へ数値を掲載
・糖尿病性腎症の食事（腎症食）として献立例の追加
・小児の腎臓病，腎不全患者の増加に伴い，国際的報告によるたんぱく質摂取の安全レベルについ
て表示

第7版 2003年7月 ・食品成分表（五訂日本食品成分表）に伴う数値と食品の見直し
・日本腎臓学会「腎疾患の生活指導・食事療法ガイドライン」に準拠した食事基準の見直し
・収載食品数の増加，すべての食品のナトリウム量の表示，腎臓病特殊食品の追加掲載

第8版 2008年9月 ・CKDの概念に合わせた見直し
・「慢性腎臓病に対する食事摂取基準 2007 年版」との整合性
・特殊食品の見直し，過剰たんぱく質摂取を避けるべく 70g 食の削除

（文献 12より引用，改変）
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容の改善や運動の実践，また禁煙を行うことはきわめて困難
な課題であり，医療サイドには患者への効果的な療養指導，
すなわち患者に対していかに生活習慣の改善や規則正しい食
事や服薬を行わせるかについて効果的な方策が求められてい
る。療養指導にかかわる用語で “ コンプライアンス ” と ” ア
ドヒアランス”が使われる。コンプライアンスは，主に医師，
看護師，薬剤師によって行われた指示をどの程度実践できる
かを表わす用語であるが，アドヒアランスとは，「個人および
ヘルスケアの専門家が相互に満足し，肯定的な健康管理の結
果を導くような一連の活動が継続し，それは随意的でしかも
自由選択的な過程」17）と定義される。つまり，一方的に知識を
与えるだけではなく，対象者が自身で正しい選択を行うよう
に，また対象者の自立を促すように意図的に支援や働きかけ
を行うことである。今回指導ツールとして使用した「慢性腎
臓病生活・食事指導マニュアル」は，アドヒアランスの向上を
目的とし，行動変容理論・モデル18）も参考に作成された。「慢
性腎臓病生活・食事指導マニュアル」を使用した指導にて，

「病態の包括的評価に基づいて個々の治療目標と優先順位を
設定し，食習慣と治療目標による指導の個別化を図る」こと
も可能になる。

1.　「慢性腎臓病生活・食事指導マニュアル」の概要
1） 活用方法

　① チェックリストを用い，患者の治療目標に対し最も乖離
した，優先すべき指導項目を抽出する。〔チェックリスト・問
題点抽出システム（図 2）〕
　② 問題点抽出システムから指導内容（カテゴリー）を決定
する。〔指導はカテゴリー別指導マニュアルまたはカテゴ
リー別アルゴリズムに準じて実施する（図 3）。〕
　③ 指導手順に従い，指導媒体などを活用し指導を行う。

2） チェックリストの内容（図 2）
　チェックリストは，患者からの情報や検査データから生
活・食事指導の優先度を決定するために使用する帳票である。

3） チェックリスト・問題点抽出システムの内容（図 2）
　チェックリストの指導内容項目（以下，カテゴリー）には，
A：BMI 管理，B：血圧管理，C：血糖管理，D：脂質管理，
E：食塩摂取状況，F：禁煙，K：カリウム管理，H：たんぱ
く質摂取量，J：尿酸管理がある。各カテゴリーにはそれぞれ
達成度が表記されている。
　達成度は各カテゴリーで目標値が異なっており，数値に
よって評価する（0～5点）。数値が高いほどコントロールが悪
いと評価される。

図 2　チェックリスト・問題点抽出システム
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4） アルゴリズムを用いた生活・食事指導方法の決定
　具体的な指導を行う場合にはアルゴリズムを活用する。例
えば，血圧管理の指導内容決定アルゴリズムは服薬コンプラ
イアンス確認後，食事状況，運動実施状況を踏まえて具体的
指導実施方法を決定する（図 3）。

5） 生活・食事指導の実施
　① 仮りに血圧管理を食事療法の優先項目とした場合，減塩
に関する具体的な指導を行うために食生活における問題点の
抽出を行う。ここでは，食事記録表だけでは把握できない食
習慣も加味した聞き取りを行う。
　② 「理想的な食塩管理は 3～6g/日未満である」ということ
は伝え，CKD 管理ノートなどの教材を使用し指導を進める。
1 回目の指導では患者との信頼関係を築きつつ，患者が食生
活の変容ができるような助言を行うよう心がける。
　③ 2 回目の指導では，1 回目の指導によってどのような食
生活の変容があったかの確認から始める。患者の状況に合わ
せて進めることで患者とのコミュニケーションが取りやすく
なり，1 回目指導から 2 回目指導の期間での患者個々人の問
題点が抽出しやすく，食事療法に対する自己コントロールが
できるように導くことができる。
　④ 改善を認めたら，優先順位2番目の問題点に対しての指
導を行う。

6） 行動変容に向けたアプローチ
　CKD療養指導では患者自身のセルフケア行動が鍵を握る。
ところが患者に望まれる知識，改善行動は多岐にわたり複
雑・難解である。そこで，このマニュアルには行動変容を促
すコミュニケーション技法を取り込んだ指導法も組み込まれ

ている。初回指導で患者との信頼関係を築くことが，その後
患者と良好な関係を保つ手段となっていることなどはその一
つである。

1.　チーム医療の現状
　医学の進歩と医療技術の高度化，専門分野化には目覚ま
しいものがある。並行して医療現場では，多職種がお互い
に対等に連携し，患者中心の医療の実現を目指す「チーム
医療」が主流となっている。チーム医療が注目されるなか，
厚生労働省では「平成21年チーム医療の推進に関する検討
会」が開催された。検討会報告書を踏まえて「医療スタッフ
の協働・連携によるチーム医療の推進について」が都道府
県知事宛てに発出され，医療スタッフが実施することがで
きる業務内容が整理された。また，平成 22 年にはチーム
医療を推進するための具体的方策実現に向けチーム医療推
進会議を設置し，そのワーキンググループとして「チーム
医療推進方策 WG」を立ち上げ，「チーム医療推進のための
基本的な考え方と実践的事例集」19）を取りまとめている。
腎臓病の治療においては原疾患に生活習慣が深く関与して
いることから，医師のみならず管理栄養士による食事療
法，看護師，薬剤師，検査技師，リハビリスタッフなど多
職種による介入が重要であり，腎疾患に関するチーム医療
の体制整備は急務と考える。チーム医療に対する診療報酬
上の評価はすでにいくつかの診療領域において表 2 の通り
評価されているが，今後，腎臓病領域でのチーム医療が患

 腎疾患におけるチーム医療

図 3　血圧管理の指導内容決定アルゴリズム

B1. 指導なし
（かかりつけ医への　

　フィードバックのみ）
B5. 運動指導 B2. 減塩指導

B2. 減塩指導
＋

B5. 運動指導

B3. 服薬励行
＋

アルゴリズム

YES
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運動はできているか？ 運動はできているか？

食塩摂取量 3g/日以上 6g/日未満？

服薬コンプライアンスは良好か？
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者にとって有益であることはもちろん，診療報酬上評価さ
れるためには全国の医療施設において腎臓病チーム医療が
普及することの意義は大きい。

2.　当院における腎臓病・生活習慣病サポートチーム
　当院では平成 28年 5月に新本館棟が稼働予定である。
その際の構想の一つとして腎臓病・生活習慣病センター設
立があり，現在立ち上げの準備を進めている。平成 25 年
からは，腎臓内科が中心となり「腎臓病・生活習慣病サポー
トチーム」を組織し活動を開始した。生活習慣が原因で糖
尿病，高血圧症を発症し，その後合併症から腎機能が悪化
し透析導入になる患者が増加している現状から，多職種か
ら成るチームによる効果的な治療体制を構築し，結果とし
て腎重症化予防，透析導入患者の増加を食い止めるのが主
な目的である。また茨城県北の地域拠点病院として，メ
ディカルスタッフ教育や地域医療機関との連携強化も目的
の一つとしている。
　メンバーは医師（腎臓内科，代謝内科，歯科），看護師（外

来，病棟），管理栄養士，臨床工学技士，理学療法士，薬剤
師，臨床検査技師，診療放射線技師，社会福祉士，近隣市
の行政関係者（保健師など）であり，月 2回のミーティング
を開催し，地域の医療関係者も加え 1つのチームを作り，
各々の職種でのチームを活性化させるための課題の整理，
他職種間との情報共有や意見交換の場としている。現在 4
つのチームが 9グループに分かれ，それぞれのチーム目標
達成のために活動を行っている（図 4）。具体的な活動内容
として，腎臓病教室，糖尿病教室，透析教室を定期的に開
催。チームメンバーが輪番制で講師を担当することで，
チーム医療の原点である「他職種を尊重しつつ患者中心の
医療を行う」集学的治療体制が整いつつある。

　今後，腎臓病の治療は多職種連携（チーム医療）により更
なる充実が想定される。一方，従事するメンバーの力量に

 チーム医療における管理栄養士の役割

表 2　診療報酬で評価されているチーム医療加算（抜粋）

　　チーム名 　　　　関連スタッフ

栄養サポートチーム加算 医師・薬剤師・看護師・管理栄養士など
感染防止対策加算 医師・薬剤師・看護師・臨床検査技師など
緩和ケア診療加算 医師・看護師・薬剤師など
糖尿病透析予防指導管理料 医師・看護師・管理栄養士など
呼吸ケアチーム 医師・看護師・理学療法士・臨床工学技士など
摂食機能療法 医師・歯科医師・看護師・言語聴覚士・歯科衛生士など

腎臓病・生活習慣病サポートチーム

広報チーム

CKD Gr

生活習慣病Gr

栄養リハビリGr

フットケアGr

透析療法チーム指導管理チーム 地域連携チーム

至適透析 Gr

アクセス管理Gr

災害対策Gr

慢性疾患
重症化予防 Gr

調査研究Gr

図 4　当院の腎臓病・生活習慣病チーム構成
Gr：グループ
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ばらつきがあっては有効なチーム医療に結びつかない。そ
こで日本栄養士会では，日本腎臓学会をはじめ関連学会の
先生方の協力を得て「腎臓病専門管理栄養士」制度を整備
し，平成 27 年度より認定試験を開始，初めての腎臓病専
門管理栄養士が誕生予定である（図 5）。
　この制度は，重症化した腎疾患患者（CKDステージ3b～
5程度の患者）に対し，高度な専門知識を持った専門管理栄
養士が腎臓病専門医と連携を取りながら腎臓病重症化予
防，透析導入の遅延に貢献し，有効な食事療法に対する研
究を行い，地域のリーダーとして活躍する，などを目的と
している。受験資格は通算 3年間の実地修練，30時間の研
修受講，学会発表の実績，原著論文執筆者であることなど，
厳しい要件をクリアすることが条件となる。腎専門医のも
とで高度な医療に携わる管理栄養士であることから，有資
格者は限られた数になることを想定している。しかしすべ
てのCKD患者が腎臓病専門医を受診しているわけではな
い。「CKD診療ガイド 2012」8）にもあるように，CKD患者

の多くはステージ 1～3であり，かかりつけ医を含む非腎
臓専門医を受診していることが想定される。したがって，
一定レベルの知識を持ち，地域で活躍できる管理栄養士を
含めたメディカルスタッフ，いわゆる「腎臓病療養指導士」
の存在が必須と考える。今後の腎臓病治療は，腎専門医の
もとで高度な栄養管理，栄養指導を行い，地域のリーダー
的役割も担う腎臓病専門管理栄養士が存在し，さらにかか
りつけ医や非腎臓病専門医のもとで生活習慣の改善はもと
より，地域の住民も対象とした重症化予防を目的とした指
導，教育を行う「腎臓病療養指導士」が存在することで，す
べての病期をカバーできる治療体制が確立するのではない
かと考える。

　本稿では「管理栄養士の立場からみた腎臓病療養指導」と
題し，腎臓病の現状，これまで管理栄養士が栄養指導を行
う際使用してきた指導媒体の一つである「腎臓病食品交換
表」の変遷，腎臓病原疾患の変化に伴って開発された「慢性
腎臓病生活・食事指導マニュアル」およびその活用法につ
いて，また今後腎臓病重症化予防には欠くことのできない
チーム医療，腎臓病療養指導士の必要性について述べてき
た。生活習慣に問題があり発症する腎臓病や腎重症化予防
にはチーム医療の存在は必須であり，チームメンバーであ
るメディカルスタッフが他職種を尊重しつつ同等の知識を
持ち情報を共有することが，今後の腎臓病療養指導のある
べき姿ではないかと考える。

　　利益相反自己申告：申告すべきものなし
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